
市
の

財
政
状
況

29
年
度
の
歳
入
歳
出
の
差
引
額
は
約
３
・
５
億
円

市
債
は
約
58
・
６
億
円
増
加
し
、
基
金
は
約
２
・
２
億
円
増
加

お
金
の
使
い
道
と
財
産
・
負
債
の
状
況
な
ど
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

施
設
整
備
を
充
実

今
後
の
税
収
減
少
が
懸
念

　

一
般
会
計
の
歳
入
は
約

５
６
３
億
円
で
、
昨
年
か
ら
約
42
億

円
増
加
し
ま
し
た
（
表
１
）。
主
な

理
由
と
し
て
、
地
方
交
付
税
や
地

方
消
費
税
交
付
金
の
増
加
、
キ
セ

ラ
川
西
プ
ラ
ザ
整
備
事
業
や
小
・

中
学
校
、
幼
稚
園
な
ど
の
空
調
設

備
整
備
に
充
て
る
国
庫
支
出
金
や

市
債
の
増
加
な
ど
が
あ
り
ま
す
。

　
市
税
収
入
は
こ
こ
数
年
ほ
ぼ
横

ば
い
で
す
が
、
高
齢
化
の
影
響
に

よ
る
所
得
の
減
少
や
、
地
価
の
下

一般会計

区分
会計別 歳入決算額 歳出決算額

3億5,315万559億5,421万563億0 736万

歳入・歳出
差引額

国民健康保険事業
後期高齢者医療事業
農業共済事業
介護保険事業
用地先行取得事業

端数処理のため、各項目の差引額の数値が一致しない場合があります
※30年度に繰り越す事業に充てるための財源が含まれます

※

※

※中央北地区
土地区画整理事業

特
別
会
計

1億4,841万196億5,231万198億0 072万
8,628万29億9,920万30億8,548万

0611万611万
3億0,683万120億9,189万123億9,873万

6万40億6,903万40億6,909万

（円）

1億4,682万29億2,246万30億6,928万

C－DD

実質収支額

8,942万

翌年度に
繰り越すべき

財源（※）

3億1,201万
0 10億0,473万
0 8,440万
0 0
0 2億3,497万

7万 0

22万 0

29 年度26 年度23 年度20 年度
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歳入歳出の決算状況（表４）
一般会計と特別会計

　　歳出（表３）
559億5421万円

　　歳入（表１）
563億736万円

市債残高の状況（表５）基金残高の推移（表６）

歳出の内容 歳入の内容

市税収入の推移（表２）

高齢者福祉や子育て支援、生活保護など

文化・スポーツ振興や選挙、市税賦課徴収など

保健・医療や環境対策、ごみ処理など

小・中学校教育や生涯学習、文化財など

道路や市街地、公園などの整備や交通安全など

国や金融機関から借り入れた市債の返済

消防や救急、防災対策など

議会運営や商工業・農林業の振興、就労支援など

民生費

総務費

衛生費

教育費

土木費

公債費

消防費

その他

主な事業内容区　分

市民が納める税金

国や金融機関から借り入れるもの

国が使途を限定して交付するもの

国が自治体間の税源均衡を調整するた
め交付するもの

県が使途を限定して交付するもの

消費税の一部が交付されるもの

公共施設の利用料金や発行手数料など

市税

市債

国庫支出金

地方交付税

県支出金

地方消費税交付金

使用料及び手数料

主な内容区　分

高齢者福祉や子育て支援、生活保護など

文化・スポーツ振興や選挙、市税賦課徴収など

保健・医療や環境対策、ごみ処理など

小・中学校教育や生涯学習、文化財など

道路や市街地、公園などの整備や交通安全など

国や金融機関から借り入れた市債の返済

消防や救急、防災対策など

議会運営や商工業・農林業の振興、就労支援など

民生費

総務費

衛生費

教育費

土木費

公債費

消防費

その他

主な事業内容区　分

市税　35.3％
198 億 7,831 万円

県支出金　5.6％
31 億 4,642 万円

民生費　38.5％
215 億 2,464 万円

土木費　10.6％
59 億 1,127 万円

地方消費税交付金　4.1％　23 億 682 万円

消防費　2.9％　16 億 1,921 万円
その他　1.6％　8億 8,373 万円

使用料及び手数料　2.1％　11 億 8,695 万円

その他　8.5％
47 億 9,234 万円

市債　16.2％
91 億 2,963 万円総務費　12.8％

71 億 6,875 万円

国庫支出金　16.0％
90 億 2,108 万円

教育費　11.8％
65 億 8,368 万円

公債費　10.1％
56 億 4,931 万円

衛生費　11.8％
66 億 1,363 万円

地方交付税　12.2％
68 億 4,582 万円
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臨時財政対策債 (※)

※地方交付税の一部の代わりとして、
借り入れができる市債

用地先行取得事業
中央北地区土地区画整理事業

普通債
その他

その他財政基金 減債基金

8.3

15.3

22.4

24.7

4.7

8.4
11.6

12.7

27.9

11.6

5.6

29.8

38.8

32.9

25.9

12.8

4.7

8.4
11.7

12.7

14.4

11.7

5.6

15.6

35.0

12.0

8.3

14.7

臨時財政対策債
用地先行取得事業

中央北地区土地区画整理事業
※その他には、公共施設等整備（保
留地処分金積立分除く）、ふるさとづく
り、社会福祉、地域福祉、文化振興、
緑化、ごみ減量化・再資源化対策、
奨学の各基金を計上

普通債
その他

580 584
616 630
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201

230

68

83
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222

69

73

32.533.6
54.0

583.6
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231.7

256.2
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264.1

14.7

92.5
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199.0
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22.1
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64
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落
な
ど
に
よ
り
今
後
は
減
少
す
る

と
見
込
ん
で
い
ま
す
（
表
２
）。

　
一
般
会
計
の
歳
出
は
約
５
６
０

億
円
で
、
昨
年
か
ら
約
43
億
円
増

加
し
ま
し
た
（
表
３
）。
主
な
理

由
と
し
て
、「
民
生
費
」
で
幼
稚

園
と
保
育
所
を
一
体
化
し
た
市
立

認
定
こ
ど
も
園
の
整
備
、「
総
務

費
」で
キ
セ
ラ
川
西
プ
ラ
ザ
整
備
、

「
教
育
費
」
で
小
・
中
学
校
、
幼

稚
園
な
ど
の
空
調
設
備
整
備
な
ど

が
あ
り
ま
す
。

　

一
般
会
計
の
他
、「
国
民
健
康

保
険
事
業
」
や
「
後
期
高
齢
者
医

療
事
業
」
な
ど
、
６
つ
の
特
別
会

計
が
あ
り
ま
す
。
そ
れ
ぞ
れ
の
決

算
額
は
表
４
の
通
り
で
す
。

も
し
も
に
備
え
る
基
金

０・４
億
円
を
積
み
立
て

　
市
の
借
金
に
当
た
る
市
債
残
高

は
、
一
般
会
計
と
特
別
会
計
を
合

わ
せ
て
、
約
６
８
８・
８
億
円
と

な
り
、
58
・
６
億
円
増
加
。
長
期

に
わ
た
り
市
民
が
利
用
す
る
、
公

共
施
設
や
道
路
の
整
備
に
充
て
ら

れ
ま
し
た
（
表
５
）。

　
市
の
貯
金
に
当
た
る
基
金
残
高

は
約
35
億
円
と
な
り
、
２・
２
億

円
増
加
。
収
入
不
足
や
災
害
時
に

備
え
て
積
み
立
て
る
財
政
基
金
の

増
加
は
、
約
０・
４
億
円
と
な
り

ま
し
た
（
表
６
）。

効
率
化
と
事
業
見
直
し
で

歳
出
を
抑
制

　　
今
後
、
市
税
収
入
な
ど
の
歳
入

が
減
少
す
る
一
方
で
、
歳
出
で
は

扶
助
費
（
児
童
・
障
害
福
祉
な
ど

に
か
か
る
費
用
）
や
医
療
介
護
に

か
か
る
費
用
の
増
加
傾
向
が
続
く

と
見
込
ま
れ
ま
す
。

　
こ
の
ま
ま
で
は
将
来
的
に
歳
入

が
不
足
す
る
恐
れ
が
あ
る
と
と
も

に
、
不
足
を
補ほ

て
ん填
す
る
た
め
の
基

金
残
高
も
十
分
と
は
い
え
な
い
た

め
、
事
務
の
効
率
化
や
事
業
見
直

し
な
ど
、
歳
出
の
抑
制
を
徹
底
し

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　
「
持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り
」

の
実
現
を
め
ざ
し
、
行
政
運
営
の

徹
底
し
た
見
直
し
を
図
っ
て
い
き

ま
す
。

ホームページや市役所で公開
詳しい決算の内容をまとめた「歳入歳出決算書」と、決算
の分析をまとめた「決算成果報告書」は、市ホームページ
（２次元コードからアクセス可）と市役所 2階の市政情報
コーナー、市立図書館で公開

市民が納める税金

国や金融機関から借り入れるもの

国が使途を限定して交付するもの

国が自治体間の税源均衡を調整するた
め交付するもの

県が使途を限定して交付するもの

消費税の一部が交付されるもの

公共施設の利用料金や発行手数料など

市税

市債

国庫支出金

地方交付税

県支出金

地方消費税交付金

使用料及び手数料

主な内容区　分

高齢者福祉や子育て支援、生活保護など

文化・スポーツ振興や選挙、市税賦課徴収など

保健・医療や環境対策、ごみ処理など

小・中学校教育や生涯学習、文化財など

道路や市街地、公園などの整備や交通安全など

国や金融機関から借り入れた市債の返済

消防や救急、防災対策など

議会運営や商工業・農林業の振興、就労支援など

民生費

総務費

衛生費

教育費

土木費

公債費

消防費

その他

主な事業内容区　分

市税　35.3％
198 億 7,831 万円

県支出金　5.6％
31 億 4,642 万円

民生費　38.5％
215 億 2,464 万円

土木費　10.6％
59 億 1,127 万円

地方消費税交付金　4.1％　23 億 682 万円

消防費　2.9％　16 億 1,921 万円
その他　1.6％　8億 8,373 万円

使用料及び手数料　2.1％　11 億 8,695 万円

その他　8.5％
47 億 9,234 万円

市債　16.2％
91 億 2,963 万円総務費　12.8％

71 億 6,875 万円

国庫支出金　16.0％
90 億 2,108 万円

教育費　11.8％
65 億 8,368 万円

公債費　10.1％
56 億 4,931 万円

衛生費　11.8％
66 億 1,363 万円

地方交付税　12.2％
68 億 4,582 万円

市民が納める税金

国や金融機関から借り入れるもの

国が使途を限定して交付するもの

国が自治体間の税源均衡を調整するた
め交付するもの

県が使途を限定して交付するもの

消費税の一部が交付されるもの

公共施設の利用料金や発行手数料など

市税

市債

国庫支出金

地方交付税

県支出金

地方消費税交付金

使用料及び手数料

主な内容区　分

高齢者福祉や子育て支援、生活保護など

文化・スポーツ振興や選挙、市税賦課徴収など

保健・医療や環境対策、ごみ処理など

小・中学校教育や生涯学習、文化財など

道路や市街地、公園などの整備や交通安全など

国や金融機関から借り入れた市債の返済

消防や救急、防災対策など

議会運営や商工業・農林業の振興、就労支援など

民生費

総務費

衛生費

教育費

土木費

公債費

消防費

その他

主な事業内容区　分

市税　35.3％
198 億 7,831 万円

県支出金　5.6％
31 億 4,642 万円

民生費　38.5％
215 億 2,464 万円

土木費　10.6％
59 億 1,127 万円

地方消費税交付金　4.1％　23 億 682 万円

消防費　2.9％　16 億 1,921 万円
その他　1.6％　8億 8,373 万円

使用料及び手数料　2.1％　11 億 8,695 万円

その他　8.5％
47 億 9,234 万円

市債　16.2％
91 億 2,963 万円総務費　12.8％

71 億 6,875 万円

国庫支出金　16.0％
90 億 2,108 万円

教育費　11.8％
65 億 8,368 万円

公債費　10.1％
56 億 4,931 万円

衛生費　11.8％
66 億 1,363 万円

地方交付税　12.2％
68 億 4,582 万円

29
年
度

決
算
報
告市債残高は約43.5 万円

基金残高は約2.2 万円
30 年３月 31 日時点の人口（15
万 8,515 人）を基に算出

一般会計 一般会計

将来を見通した
歳出の見直しが鍵

問い合わせ
財政課 （740）1130

市民１人当たり


